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AD Acción Democrática 民主行動党 ベネズエラ 
AP Acción Popular 人民行動党 ペルー 
CNE Consejo Nacional Electoral 中央選挙管理 
委員会 
ベネズエラ 
COPEI Comité de Organización Política 
Electoral Independiente 
キリスト教社会党 ベネズエラ 





FEDECÁMARAS Federación de Cámaras y 
Asociaciones de Comercio y 




IU Izquierda Unida 統一左派 ペルー 
LCR La Causa Radical 急進正義党 ベネズエラ 
MAS Movimiento al Socialismo 社会主義運動 ベネズエラ 





MUD Mesa de la Unidad Democrática 民主統一会議 ベネズエラ 
MVR Movimiento V República 第五共和国運動 ベネズエラ 





PAP Partido Aprista Peruano ペルー・アプラ党 ペルー 
PCV Partido Comunista de Venezuela ベネズエラ共産党 ベネズエラ 
PDC Partido Demócrata Cristiano キリスト教民主党 ペルー 
PDVSA Petróleos de Venezuela S.A. ベネズエラ石油 
公社 
ベネズエラ 
PPC Partido Popular Cristiano キリスト教人民党 ペルー 
PPT Patria Para Todos 皆の祖国党 ベネズエラ 





SL Sendero Luminoso センデロ・ルミノソ ペルー 






































                                                   









































を除く上記 5 カ国をアンデス諸国として扱う。詳細は（中川・松下・遅野井 1985）を参照。 
3 
 
ドルでは、1979 年に民主化した後、1990 年代半ばからの 10 年間に、7 人もの大統領が
抗議活動や議会の決定によって任期を全うできないほどの政治不安定を生み出した。ま




























数派を形成していた伝統的な政党と対立した後、1992 年 4 月に自主クーデターを実施
して三権の機能を一時的に停止した。その際、フジモリはテレビ演説を通じて、真の民
主主義を樹立するために、三権全てを自身が掌握することを明らかにし、それまでの代
                                                   






法を制定したが、2000 年 7 月には、1993 年憲法の大統領再選規定に反して三期目の政
権を発足させたため、再び国内外からの激しい批判にさらされた5。その後、同年 9 月
に側近の汚職が明るみに出たことがきっかけとなって、フジモリは同年 11 月に日本か




























                                                   
5 1993 年憲法第 112 条は、大統領の連続再選を 1 期に限り認めていたため、1990 年に初当選し、
1995 年に再選したフジモリにとって、2000 年は 3 選目にあたった。しかしフジモリは、1995
年は1993年憲法の下での 1期目であると主張し、2000年は 2期目にあたると主張することで、
大統領選挙へ立候補した。112 条は 2000 年 11 月に修正され、同年以降は大統領の連続再選を









Corrales 2008；Carreras 2012）。 
 





























































発化が同時に発生すると指摘した（Mainwaring et al. 2006：15-26）。 
                                                   










































                                                   




































                                                   
8 この点に関して、マジョルガは、アウトサイダーの権威主義的な側面が、ガバナンスのまずさ
を悪化させかねないと指摘している（Mayorga 2006：132）。 


































                                                                                                                                                     
捉える概念を指す（リンス・ステパン 2005：27）。 










































る場合がしばしば観察されている。日本においても、2015 年 5 月、大阪市において住民投票
が実施され、住民の意思によって大阪都構想が断念された事例が存在する。 






































13 市民参加が代表制の危機を補完し得るものかについては、（Abal 2004：121-123; Cameron et al. 



































































































































































ーの Región を州、Departamento を県、Provincia を郡、Distrito を区とする16。ベネズエ




































                                                   
16 ペルーにおける州の設置に関しては、第 4 章で詳述する。 





































                                                   
20 コーポラティズムについては、第 1 章で詳述する。 















第 5 節 章構成 
 
















































































その後、2004 年 8 月にはチャベスの罷免を求める国民投票を実施したが否決され、チ
ャベス派と反チャベス派の対立は更に深まった。2013 年 4 月にチャベスが病死した後
も、チャベスの後継者であるマドゥロ（Nicolás Maduro）が大統領に当選し、対話なき


























































































 第 1 節では、代表制の危機から市民参加の制度化へと至る政治変化について扱う。代
表制や代表制の危機に関する先行研究を整理することによって、ポスト代表制や市民参
加の制度化へと至った過程を明らかにする。 




































































































































































































































































                                                   
23 フィシュキンは、民主主義の規模と形態を「I 熟議による大衆意見 II 選出グループの熟
議的意見 III 選出グループの生の意見 IV 生の世論」（フィシュキン 2011：142）に類型
化し、実際の二者択一は、代表制が直接制かではなく、II に該当する「小規模の代表的熟議」















































































る必要がある（Cameron et al. 2012：6-7）37。特に、クライアンタリズムに関連して、主
体的な市民として政治に直接参加できるか否かは、社会資本と密接に関わる議論である。
社会資本が欠如した国においては、クライアンタリズムが容易に市民の政治参加を利用















































                                                   































                                                   
40 クライアンタリズムについては、小林の論文の他に、（Eisenstadt and L. Roniger 1984；富田
2005；Levitsky 2007；Stokes et al. 2013）を参照している。 
41 その際、支持者が必要としているものを把握し、パトロンとクライエントを仲介する重要な
役割を果たすアクターとして、ブローカーの存在が指摘されている。（Stokes et al. 2013：19）。 
42 第三の民主化の波の詳細に関しては、（ハンティントン 1995）を参照。 
43 但し、メキシコの現金支給プログラム（Progresa-Oportunidades）のように、プログラマティッ
クな社会政策が拡充することで、貧困層の所得が改善すれば、クライアンタリズムの重要性は
相対的に低下するであろう（Stokes et al. 2013：22-23）。 
















ォーマルな制度よりもクライアンタリズムが重視されていると指摘した（Kitschelt et al. 
















                                                                                                                                                     









46 水平的アカウンタビリティーの詳細に関しては、（O’Donnell 2004a）を参照。 











れた。その結果、デフォルト状態に陥り、1980 年代に「失われた 10 年」と呼ばれる債
務危機が起こったため、緊縮財政を実施しなければならなくなった。フォロワーへの利
益供与を削らざるを得なくなり、フォロワーからの支持を失ったポピュリストも存在し


























































                                                   














































                                                   




表 1-1. 主要なラテンアメリカ諸国における政治体制（1945-2003 年） 
 
国 年 体制   国 年 体制 
アルゼンチン 1945 権威主義 
 
ドミニカ 1945-1965 権威主義 
  1946-1950 半民主主義 
 
共和国 1966-1973 半民主主義 
  1951-1957 権威主義 
 
  1974-1977 権威主義 
  1958-1961 半民主主義 
 
  1978-1993 民主主義 
  1962 民主主義 
 
  1994-1995 半民主主義 
  1963-1965 半民主主義 
 
  1996-2003 民主主義 
  1966-1972 権威主義 
 
エクアドル 1945-1947 権威主義 
  1973-1974 民主主義 
 
  1948-1962 半民主主義 
  1975 半民主主義 
 
  1963-1967 権威主義 
  1976-1982 権威主義 
 
  1968-1969 半民主主義 
  1983-2003 民主主義 
 
  1970-1978 権威主義 
ボリビア 1945-1955 権威主義 
 
  1979-1999 民主主義 
  1956-1963 半民主主義 
 
  2000 半民主主義 
  1964-1981 権威主義 
 
  2001-2003 民主主義 
  1982-2003 民主主義 
 
エル・ 1945-1983 権威主義 
ブラジル 1945 権威主義 
 
サルバドル 1984-1991 半民主主義 
  1946-1963 民主主義 
 
グアテマラ 1945-1953 半民主主義 
  1964-1984 権威主義 
  
1954-1985 権威主義 
  1985-2003 民主主義 
  
1986-2003 半民主主義 
チリ 1945-1972 民主主義 
 
ハイチ 1945-2003 権威主義 
  1973-1990 権威主義 
 
ホンジュラス 1945-1956 権威主義 
  1990-2003 民主主義 
  
1957-1962 半民主主義 
コロンビア 1945-1948 半民主主義 
  
1963-1981 権威主義 
  1949-1957 権威主義 
  
1982-2003 半民主主義 
  1958-1973 半民主主義 
 
メキシコ 1945-1987 権威主義 
  1974-1989 民主主義 
  
1988-1999 半民主主義 
  1990-2003 半民主主義 
  
2000-2003 民主主義 
コスタリカ 1945-1948 半民主主義 
 
ニカラグア 1945-1983 権威主義 
  1949-2003 民主主義 
  
1984-2003 半民主主義 
キューバ 1945-1951 半民主主義 
 
パナマ 1945-1947 半民主主義 
  1952-2003 権威主義 
  
1948-1955 権威主義 
     
1956-1967 半民主主義 




パナマ 1990-1993 半民主主義 
 
ペルー 1988-1991 半民主主義 
  1994-2003 民主主義 
  
1992-1994 権威主義 
  1994-1995 半民主主義 
  
1995-2000 半民主主義 
  1996-2003 民主主義 
  
2001-2003 民主主義 
パラグアイ 1945-1988 権威主義 
 









































出所：（Mainwaring et al. 2001：49；Mainwaring and Hagopian 2005：3 引用者訳） 
注：メインワーリング等は、公正で自由な選挙が実施されていると判断した事例であっ
ても、言論の自由等の権利が保障されていないと判断した場合、半民主主義に分類
している（Mainwaring et al. 2001：50）。 
 






















































                                                   
54 ここでいう民主的な制度の詳細に関しては、（O’Donnell 1994：57-59）を参照。 
41 
 


















































例えば、1992 年のブラジルの事例では、コロル（Fernando Collor de Mello：在任期間
1990 年 3 月から 1992 年 12 月）政権の汚職スキャンダルに関連して反政府抗議活動が
各地で活発化し、コロルは弾劾裁判の最中に辞任を強いられた。同様に、1999 年のパ






て、2012 年のパラグアイの事例を挙げられるが、ルゴ（Fernando Lugo：同 2008 年 8 月



















































                                                   


































                                                   
59 政党間の競合パターンが規則正しくて安定している場合、政党システムは安定している。尚、
他の条件よりも安定性が重要視されている（Mainwaring and Scully 1995: 17）。 
60 選挙過程に関して、党員が所属政党に正当性を与えている場合、正当性がある（Mainwaring and 


















（Kitschelt et al. 2010：307）。また、コーポラティズムのような上位団体による意見集約
システムや、ポピュリズムによって支持層を固定化させるという現象も見られた。 
 
表 1.3. ラテンアメリカ主要国における政党の制度化レベル 
 安定性 市民社会と
のつながり 
正当性 組織化 4 項目の 
合計値 
コスタリカ 2.5 3.0 3.0 3.0 11.5 
チリ 2.5 3.0 3.0 3.0 11.5 
ウルグアイ 3.0 3.0 3.0 2.5 11.5 
ベネズエラ 2.5 2.5 2.5 3.0 10.5 
コロンビア 3.0 3.0 2.5 2.0 10.5 
アルゼンチン 2.0 2.5 2.5 2.0 9.0 
メキシコ 1.5 2.5 1.5 3.0 8.5 
パラグアイ 1.0 2.5 1.0 3.0 7.5 
ボリビア 1.0 1.0 2.0 1.0 5.0 
エクアドル 1.0 1.0 2.0 1.0 5.0 
ブラジル 1.0 1.0 2.0 1.0 5.0 
ペルー 1.0 1.0 1.0 1.5 4.5 












































                                                   
64 具体的には、反システム的な大衆運動に参加する、革命的な争いに参加する等の行動を挙げ









表 1-4. アンデス諸国における反政府抗議活動と政権交代の変遷 










  サンチェス・デ・ロサダ大統領の辞任 
2005 メサ（Carlos Mesa）大統領の辞任 
エクアドル 
1996 ブカラム政権に対する反政府抗議活動 
  議会がブカラム大統領を罷免 
2000 マワ政権に対する反政府抗議活動 
  マワ大統領の辞任 
2003 グティエレス政権に対する反政府抗議活動 
  グティエレス大統領の辞任 
ペルー 
2000 フジモリの三選に対する反対運動 










                                                   





















2006：130-132）。アプラ党は、創設者であるアヤ・デ・ラ・トレ（Victor Raúl Haya de la 
Torre）の死後も創設者のカリスマ性は失われておらず、創設者の死後、ガルシア（Alan 
















                                                   






































                                                   
















































































表 1-5. ペルーとベネズエラにおける政党・議会への信頼感（%） 
  政党 議会 
  ペルー ベネズエラ ペルー ベネズエラ 
1995 20 16 35 22 
1996 19 11 33 19 
1997 20 21 26 29 
1998 17 15 19 20 
1999 - - - - 
2000 19 23 25 32 
2001 23 31 23 37 
2002 13 19 23 34 
2003 7 14 13 18 
2004 10 21 14 31 
2005 14 31 17 50 
2006 20 40 19 55 
2007 13 36 17 56 
2008 11 32 12 42 
2009 11 33 14 43 
2010 13 42 14 49 
2011 14 35 19 43 


















表 1-6. ペルーとベネズエラにおける選挙変易率の比較（1980 年から 2011 年） 
ペルー ベネズエラ 
1980-1985 64.45  1983-1988 13.7 
1985-1990 50.70  1988-1993 34.3 
1990-1995 72.45  1993-1998 44.4 
1995-2000 25.15  1998-2000 46.1 
2000-2001 46.40  
  2001-2006 50.35  
  2006-2011 46.78  








































     
③ 
例）カルデラ（ベネズエラ） 
     
国政経験なし ② 
例）バスガス＝ジョサ（ペルー） 
  （決選投票で敗れる） 
④ 
例）フジモリ（ペルー） 




リスト教社会党；Comité de Organización Política Electoral Independiente）の創設者のひと









に変革 90（Cambio 90）を組織し、大統領に当選した。同様に、1998 年にベネズエラで
実施された大統領選挙では、二大政党が支持を表明した市長経験者のサエス（Irene Sáez）
や、州知事経験者のサラス＝ロメル（Henrique Salas Römer）が支持率を落とす一方で、











































































（Organizaciones Territoriales de Base）、ブラジルでは政策実行評議会（Consejos de 
Gastores de Políticas Públicas）（中略）、コロンビアには政府コミューン評議会（Consejos 
Comunales de Gobierno）、キューバには人民評議会（Consejos Populares）、チリには経済
社会コミューン評議会（Consejos Económico y Social Comunal）、メキシコには近隣委員












































の制定や関連法案について表 1-8 と表 1-9 にまとめた。 
 まずペルーにおいてアウトサイダー候補者として大統領選に勝利したフジモリは、
                                                   










号（Ley Orgánica de las Municipalidades）が制定され、地方分権化の推進が強化された。
同法令は、地方レベルにおける市民参加を制度化するため、住民組織（Juntas Vecinales）
の設置や参加型予算の義務化に関する規定を含むものであった。また、ガルシア政権期
の 2009 年 6 月には、資源開発に反対する先住民と警官隊と衝突で死傷者が出た後、議
会は事前に地域の先住民と協議することを規定した法律第 29785 号（Ley del derecho a la 







表 1-8. ペルーにおける市民参加の制度化に関する新憲法や法律の制定 
年 ペルー 新憲法制定や法律の内容の要約 
1993 新憲法制定 国民投票、リコール請求権、地方分権化の推進 
2001 貧困撲滅会議 市民社会の構成員が参加し、 
    貧困対策を議論する会議 







    実施を義務化 
2009 先住民及び地域住民との 資源開発を行う前に、事前にその土地に住む 









de Planifiación Pública）を設置した。2006 年には地域住民委員会に関する法令第 5806 号
（Ley de los Concejos Comunales）を制定し、2009 年の憲法改正後には、地域住民委員会
に関する組織法第 39335 号（Ley Orgánica de los Concejos Comunales）という、議会の三
分の二が賛成しなければ修正できない組織法を制定した。また、2010 年には地方にお







表 1-9. ベネズエラにおける市民参加の制度化に関する新憲法や法律の制定 
年 ベネズエラ 憲法制定や法律の内容の要約 
1999 新憲法制定 国民投票等の市民参加を重視 
2006 住民委員会に関する法律 住民委員会の設置を規定 
2010 地方における公民権を 住民集会の開催や参加型予算等を通じて 
  強化する法律 住民が地方行政に関われる仕組みを規定 








































































































立変数を検討する（表 1.10 参照）。 
 
表 1-10. ペルーとベネズエラにおけるアウトサイダー以前から以降に至る経路 





















































































 第 1 節では、不安定な多党制を構成していた四大政党について、その成り立ちや支持
基盤に関して整理する。 
 第 2 節では、1980 年代の経済危機と治安の悪化に言及することで、民政移管後に起
きた諸問題を整理する。 
 第 3 節では、第 2 節で整理した諸問題が、政党システムと市民社会に与えた影響につ
いて分析することで、アウトサイダーを生み出した要因について考察する。 
 












四大政党はいずれも 1968 年の軍事クーデター以前に結党されたか、もしくは 1980 年




                                                   





表 2.1. 1980 年議会選挙の結果 
1980 年（上院） 1980 年（下院）  
政党 議席数  政党 議席数  
AP 26 AP 98 
PAP  18 PAP  58 
PPC  6 PPC  10 
IU 2 IU 2 
その他 8 その他 12 
計  60 計  180 
出所： ONPE（中央選挙管理委員会） 
 
表 2.2. 1985 年議会選挙の結果 
1985 年（上院） 1985 年（下院）  
政党 議席数  政党 議席数  
PAP 32 PAP 107 
IU  15 IU  48 
PPC  7 PPC  12 
AP  5 AP  10 
その他 1 その他 3 
計  60 計  180 
出所： ONPE 
 
第一に、4大政党の中で最初に結党した PAP（ペル ・ーアプラ党；Partido Aprista Peruano）
の成り立ちと支持基盤について整理する。PAP の創設者は、アヤ・デ・ラ・トレ（Victor 
Raúl Haya de la Torre）というペルー北部のトゥルヒージョ（Trujillo）出身の指導者であ




層に接近するという方向転換を経て、1962 年 4 月にアヤ・デ・ラ・トレが大統領に当
選した76。しかし、政権が樹立される前の同年 7 月に、PAP に敵対する勢力が軍事クー
デターを起こし、アヤ・デ・ラ・トレ政権の誕生は阻止された。その後、アヤ・デ・ラ・
トレは 1978 年に制憲議会の議長となって憲法作成の中心人物として再び勢力を盛り返
                                                   
75 コトレルは、PAP の登場が、大衆を組み込むというイシューを顕著にしたという意味で、重
要な転機であったと主張している（Cotler 1995：328）。 





後継者として党首に就任したガルシア（Alan García）が 1985 年の大統領選挙に勝利し、
上下両院選挙においても第一党となった（表 2-2、2-3 参照）。 
第二に、AP（人民行動党；Acción Popular）の成り立ちと支持基盤を整理する。AP の
創設者は、ベラウンデ（Fernando Belaúnde）という首都リマ出身の建築家であった77。
1956 年に結党された AP は、PAP が寡頭支配層に接近したことを批判した中間層を支持
基盤とし、1963 年の大統領選挙で党首のベラウンデが勝利した。しかし、議会選挙で
は反対勢力が議席の過半数を占めたため、政府と議会が対立する混乱状態を招いた結果、
1968 年 10 月にベラスコ（Juan Velasco）が軍事クーデターを起こし、ベラウンデは政権
を追われた78。AP は、民政移管後の 1980 年に実施された大統領選挙で再びベラウンデ
を擁立して勝利した上、上下両院選挙においても第一党になった（表 2-1、2-3 参照）。 
第三に、AP と同じ年に結党された PDC（キリスト教民主党；Partido Democráta Cristiano）
と、同党を離党した党員が結党した PPC（キリスト教人民党；Partido Popular Cristiano）




                                                   
77 AP の前身は、1950 年代半ばの民主化運動の一つ（Frente Nacional de Juventudes Democráticas）
が、1956 年の大統領選挙の候補者として、ベラウンデを擁立したことから始まった。その後、
ベラウンデが AP として勢力を拡大させた（詳細は AP の公式 HP を参照）。 
78 1968 年の軍事クーデターを誘発した要因として、様々な国内問題が指摘されているが、決定
的な引き金となったのは、第一次ベラウンデ政権と米国資本の国際石油会社（International 
Petroleum Company）との契約問題に関するスキャンダルであった。独立後の 19 世紀以降のペ
ルーでは、外資を積極的に導入することで一次産品を輸出してきたが、特に、第二次レギーア













営石油公社のロレト・デ・モラ（Carlos Loret de Mola）や全国紙のエル・コメルシオがベラウ
ンデ政権を批判し、国内政治が不安定化したことがクーデター発生の直接的な引き金となった










表 2.3. 1980 年と 1985 年の大統領選挙の結果 
1980 年 1985 年  
候補者（所属政党）  （%）  候補者（所属政党）  （%）  
ベラウンデ（AP）  45.3 ガルシア（PAP）  53.1 
ビジャヌエバ（PAP）  27.4 バランテス（IU）  24.7 
ベドヤ（PPC）  9.6 ベドヤ（PPC）  11.9 
ロドリゲス（IU） 13.9 アルバ（AP）  7.3 
その他 3.8 その他 3.0 
















代に IU は消滅した。 
四大政党は、寡頭支配体制に反対する民主化運動から派生した政治勢力であったが、
                                                   
79 PPC は、上下両院において人民行動党に協力することで、第二次ベラウンデ政権の議会運営
に協力したが、1985 年の総選挙では選挙協力を結ばず、個別に候補者を擁立した（詳細は PPC
の HP を参照）。 



































レ率は、1980 年に 58.5%であったが、1985 年には倍の 163.4％にまで上昇した。また、
                                                   
81 ラテンアメリカの軍事政権は保守的な政策を実施する傾向にあったが、ベラスコ軍事政権は
唯一左派的な改革を推進し、ベラスコ革命と呼ばれた。 




GDP 成長率も、1982 年と 1983 年には連続してマイナス成長を記録する等、経済が停滞
する中で任期を終えた83。 






かし、ガルシアは、就任時に、対外債務の支払いを GDP の 10%以内で行うと表明した
ため、米州開発銀行などの国際金融機関との関係が悪化し、国際金融機関からの新規の
融資を受けられないまま、累積債務は増加し続けた。こうした一連の経済不安によって、















                                                   
83 ペルー中央銀行のデータを参照。 


















ル革命運動；Movimiento Revolucionario Túpac Amaru）88が武装活動を開始したことは、























させるなど、治安の悪化をもたらした（村上 2004：116-117）。例えば、1991 年 7 月には、リ
マの北方約 50Km にあるワラル（Huaral）で技術指導に当たっていた JICA の専門家三名が SL
に殺害されている。 




117）。例えば、1995 年 12 月に日本大使館を占拠したが、人質に危害を加えなかった。 
89 1980 年には、首都リマを含む海岸部でのテロ発生件数は、86 件であったが、1986 年には、1,124
件と急増していた（村上 2004：118）。 
90 1980 年から 2000 年までの政治暴力を調査した、真相究明和解委員会（Comisión de la Verdad y 
Reconciliación）の報告書が 2003 年に提出された。それによると、1980 年代から 1990 年代の




















党制を更に補強する要因となった。1990 年選挙を目前に控えた 1980 年代後半に、IU は
穏健左派と急進左派へと分裂し、それぞれ別々の候補者を擁立して選挙戦を戦うことに












                                                                                                                                                     
権侵害の象徴的な事件として、アヤクチョ県ウチュラハイ（Uchuraccay）村の事例を取り上げ


































ルバドル（Villa El Salvador）区における住民自治組織（Comunidad Urbana Autogestionaria 
de Villa El Salvador）の活動を取り上げることができる94。同区は、1971 年から、国内移
住者がリマ市郊外の砂漠地帯に居住し始め、移住当初は政府によって排除されたが、
徐々に国内移民による定住が進み、1983 年 7 月にはリマにおける正式な区として認め
られた95。しかし、砂漠地帯に住民が暮らすための住居、上下水道、道路、学校等の基
                                                   
94 同組織は、クライアンタリズムやネポティズムが組織の決定に悪影響を及ぼさないように、2
年ごとに代表者を会合で選出し、代表者の連続再選を禁止した。また、母親クラブや一杯のミ
ルク運動等の自助組織に携わっていた同区の女性たちは女性組織（Federación de Mujeres de 
Villa El Salvador）を、企業関係者は中小企業組織（Asociación de Pequeños y Medianos Industriales 
































                                                                                                                                                     
たため、しばしば政府から立ち退きを求められ、警官隊と対立した（Azcueta 2014：7-8）。 
96 同区では、「我々は何も所有していないから、我々の手ですべてを作ろう（Porque no tenemos 













第 3 章 アウトサイダーによる政治 
 
































                                                   


















表 3-1. 1990 年大統領選挙 
1990 年（一次投票）  1990 年（決選投票）  
候補者（所属政党）  （%）  候補者（所属政党）  （%）  
バルガス＝リョサ（民主戦線）  32.6  フジモリ（変革 90）  62.4  
フジモリ（変革 90）  29.2  バルガス＝リョサ（民主戦線）  37.6  
アルバ・カストロ（PAP）  22.5  （無効 7.6）   
ピース（IU）  8.2  （白票 2.0）   
バランテス（社会主義左翼）  4.8  計  100.0  
その他  2.7    
（無効 7.3）     
（白票 8.0）     




































1994 年には、年間インフレ率が 23.7%にまで下がり、GDP 成長率がプラスに転じるこ
                                                   
99 1990 年 8 月 9 日にウルダトは、ミルク、砂糖、パン等の食料品が 2～3 倍に跳ね上がることを
発表した。 
100 経済危機を乗り切るために、母親クラブ（Club de Madre）、一杯のミルク運動（Movimiento de 
Vaso de Leche）、住民食堂（Comedores Populares）などの、住民たちによる自助努力（Self-help）
の活動が観察されている。 
101 ショック政策が発表された 1990 年 8 月には、月間インフレ率は 397.0%を記録していたが、
翌 9 月には、13.8%まで下がっている（遅野井 1995：137）。1990 年の年間インフレ率は

































命令しか出さないことに苛立ちを募らせ、1989 年 8 月にマニュアルを作成していた。





                                                   





































                                                                                                                                                     
ら、フジモリは、大学を視察し、そうした宣伝や標語を自ら消した（村上 2004：205）。 
106 グスマンとポライの逮捕された 1992 年には、テロ発生件数の総計は、2,995 件であったが、






策により、各地に避難していたウチュラハイ村出身者は、1993 年 10 月 10 日に、最初の帰還
者の家族が政府軍に守られながら、村へ戻った。しかし、村は荒廃し、家も畑も存在しなか
































フジモリは、1992 年 4 月 5 日の深夜に行ったテレビ演説の中で、議会の閉鎖と憲法の
                                                   
110 1990 年議会選挙における変革 90 の得票率は、上院では 14.0%、下院では 16.5%しか獲得でき
ておらず、残りの議席は、AP や PAP 等、1980 年代の四大政党が占めていた（表 3-2 参照）。 
111 フジモリ派と、議会で多数を占めていた野党の間で、決定的な亀裂が生じたのは、野党が 1991
年 10 月に、大統領立法行為統制法（Ley de Control Parlamentario de los Actos Normativos del 




















表 3-2. 1990 年議会選挙 
1990 年（上院） 1990 年（下院）  
政党 （%）  政党 （%）  
民主戦線 32.3  民主戦線 30.1  
PAP 25.1  PAP 25.0  
変革 90 14.0  変革 90 16.5  
IU 9.8  IU 10.0 
社会主義左翼 5.5  社会主義左翼 5.3 
その他 13.3  その他 13.1 






なかった。1993 年 10 月、制憲議会で可決された 1993 年憲法案が、国民投票にかけら
れることとなった。1990 年からハイパーインフレーションが収束していったことに加






























1995 年の大統領選挙において、ペルー統一運動（Unión por el Perú）の支持を受けた
ペレス・デクエヤル（Javier Pérez De Cuéllar）117は、フジモリの有力な対立候補となり、
21.8%の得票率であったが、他の候補者は 5%を下回り、フジモリの圧勝となった（表
3-3 参照）118。また、同時に行われた議会選挙でも、フジモリ派の与党連合である、変
革 90 と新多数派運動（Movimiento Nueva Mayoría）が議席の過半数を占め、既存政党は
議席を大幅に減らした（表 3-3 参照）119。更に、当時の選挙法で、大統領選挙で得票率





115 フジモリの実弟であり、第一期目の政権から兄であるフジモリの側近であったが、1996 年 4
月に政権を去った。 
116 フジモリの義弟と同郷の好だったことから、第一期目の政権で抜擢された日系の実業家であ




る（ペルー議会の HP 参照）。 
119 変革 90 は、内部分裂を起こし、弱体化していたことから、1995 年の議会選挙に向けて、フ
ジモリは、自身に協力する実務家を集めた組織を新たに結成し、変革 90 と連合させて、選挙







必要とされていたが、1995 年の 5 月に、フジモリ派の与党連合は、政党登録に必要な






表 3-3. 1995 年総選挙 
1995 年大統領選挙 1995 年議会選挙 
候補者（所属政党）  （%）  政党 （%）  
フジモリ（変革 90・新多数派運動）  64.4 変革 90・新多数派運動 51.1  
ペレス・デクヤエル（ペルー統一運動）  21.8 ペルー統一運動 13.6  
カバニジャス（PAP）  4.1 PAP 6.4  
その他 9.7 独立浄化戦線 4.8  
計  100 可能なペルー運動 4.1  
  
AP 3.3  
  
PPC 3.0  
  
その他 13.7  
  








する大統領再選規定解釈法（Ley de la Interpretación Auténtica sobre el Artículo 112º de la 
Constitución）を可決した122。反フジモリ派は、フジモリの三選目が違憲であると主張し、
                                                   






定した行政過程法追加法（Ley de Incorporar Capítulo a la Ley de Normas Generales de 
83 
 














となったのは、2000 年 9 月 14 日に、側近のモンテシノスによる買収工作のビデオが公
開されたことであった。これに対してフジモリは、自身の任期を 2001 年 7 月までに短
縮することを発表した。しかし、野党からの批判は収まらず、11 月 9 日、与党連合の





って、議長である AP のパニアグア（Valentín Paniagua）を臨時大統領に昇格させた125。
パニアグアは、フジモリが任期を短縮した 2001 年 7 月まで暫定政権を樹立し、2001 年
総選挙の準備を進めた。  
































 フジモリ政権終焉後に実施された 2001 年大統領選挙では、四大政党とは関係のない
トレドが、四大政党の一つである PAP のガルシアを決選投票で下して大統領に就任し
た（表 3-5 参照）。また、トレドが組織した可能なペルーが議会選挙で 45 議席を獲得し、
第一党となった126。しかし、可能なペルーは議席の過半数を取得できず、PAP が 28 議






                                                   
126 ペルーでは 1993 年憲法によって、二院制から一院制（定員 120 名）へ移行した。 
127 対立候補のガルシアが、第一次政権下（1985-1990 年）においてハイパーインフレやテロ活
2000 年（決選投票）  2000 年議会選挙 
候補者（所属政党）  （%）  政党  （%）  
フジモリ（ペルー2000 運動）  74.3 ペルー2000 運動 42.2 
トレド（可能なペルー）  25.7 可能なペルー 23.2 
（無効  29.9）   独立浄化戦線 7.6 
（白票   1.2）   我々はペルーである 7.2 











年議会選挙では僅か 4.1%の得票率となり、著しく得票率を減らした（表 3－7 参照）。 
 
表 3-5. 2001 年大統領選挙 
2001 年（一次投票）  2001 年（決選投票）  
候補者（所属政党）  （%）  候補者（所属政党）  （%）  
トレド（可能なペルー） 36.5  トレド（可能なペルー） 53.1  
ガルシア（PAP） 25.8  ガルシア（PAP）  46.9  
フロレス（国民団結連合） 24.3  （無効  11.1）   
オリベラ（独立浄化戦線）  9.8  （白票  2.7）   
その他  3.6  計  100.0  
（無効  3.3）    
（白票  10.3）    





2001 年議会選挙では PAP と国民団結運動が議席を増やしたが、この傾向は 5 年後に
実施された 2006 年議会選挙でも継続した。また、大統領選挙では、2001 年の決選投票
で敗れたガルシアが、四大政党とは無関係のウマラ（Ollanta Humala）との決選投票を
経て 2 度目の大統領に就任した（表 3-6 参照）。しかし、議会選挙でガルシアの政党は
第一党となれず、PAP が 36 議席、国民団結運動が 17 議席をそれぞれ獲得し、議会で第
二党、第三党となった。第一党となったのは、決選投票でガルシアに敗れたウマラを擁
立したペルー統一運動であり、45 議席を獲得した128。従って、大統領選挙では四大政





1980 年代のように主要政党として定着しなかった（表 3-7、3-8 参照）。 







進左派というイメージが強かったウマラを下すことができた(McClintock 2006: 108)。 
86 
 
表 3-6. 2006 年大統領選挙 
2006 年（一次投票）  2006 年（決選投票）  
候補者（所属政党）  （%）  候補者（所属政党）  （%）  
ウマラ（ペルー統一運動） 30.6  ガルシア（PAP）  52.6  
ガルシア（PAP）  24.3  ウマラ（ペルー統一運動） 47.4  
フロレス（国民団結連合）  23.8  無効  7.4  
チャベス（未来連合）  7.4  白票  1.1  
パニアグア（中道戦線）  5.8  計  100.0  
その他  8.0    
無効  4.2    
白票  11.9    
計  100.0    
出所：ONPE 
 
表 3-7. 2001 年・2006 年議会選挙 
2001 年議会選挙 2006 年議会選挙 
政党  （%）  政党 （%）  
可能なペルー 26.3 ペルー統一運動 21.2 
PAP 19.7 PAP 20.6 
国民団結連合 13.8 国民団結連合 15.3 
独立浄化戦線 11 未来連合 13.1 
我々はペルーである 5.8 可能なペルー 4.1 
変革 90・未来連合 4.8 独立浄化戦線 1.5 
AP 4.2 その他 24.2 















挙連合（Gana Perú）が 47 議席を、フジモリ派の選挙連合（Fuerza 2006）が 37 議席を
それぞれ獲得し、第一党、第二党となった。他方、2000 年代に実施された二回の議会
選挙において第二党、第三党を守った PAP や PPC は著しく得票率を減らした（表 3-8
参照）。 
 
表 3-8. 2011 年選挙 
2011 年（決選投票）  2011 年議会選挙 
候補者（所属政党）  （%）  政党  （%）  
ウマラ（勝利するペルー）  51.4 勝利するペルー 25.3  
フジモリ（2011 年連合）  48.6 2011 年連合 23.0  
（無効 5.6）   可能なペルー 11.4  
（白票 0.7）   変革のための連合 11.1  
計  100 PAP 5.0  
  
その他 24.2  
  
（無効 12.7）   
  
（白票 10.4）   
  





フジモリ政権崩壊後の 2001 年から 2011 年に実施された総選挙結果を整理すると、ト
レドが組織した政治運動が政党システムに定着せず、PAP と PPC は 2001 年と 2006 年
総選挙では一定の支持を確保したものの、2011 年選挙で得票率を著しく減少させたこ
とを指摘できる。つまり、1980 年代の四大政党も、新しく出現した政党も政党システ

























































































第 1 節 フジモリ政権期における新憲法の制定に伴う市民参加の制度化とその限界 
 
 第 3 章で指摘したように、フジモリは反対派と対立して 1992 年に自主クーデターを
決行し、真の民主主義の実現を目指すと主張した130。1992 年 4 月 5 日に憲法が停止さ
れた後、同年 10 月 31 日に新しい憲法案の是非を問う国民投票が実施され、52.3％の賛





 しかし、フジモリ政権下では、1993 年 10 月 31 日に新憲法案を国民投票にかけた以
外、法令や各地方自治体が定める条例に関して、国民投票は実施されていない。第 3 章
で指摘したように、1998 年 7 月に、反フジモリ派が、フジモリの 2000 年大統領選挙へ
の出馬を可能とする大統領再選規定解釈法（Ley de la Interpretación Auténtica sobre el 
















                                                   




























 フジモリ政権の終焉に伴って、国会議長であった AP のパニアグア（Valentín Paniagua）
が 2000 年 11 月から 2001 年 7 月まで暫定大統領となった。 
 パニアグア暫定政権は市民の意見を政策決定に反映させるため、貧困撲滅会議（Mesa 








                                                                                                                                                     
の県（24 県 1 特別郡）は、行政区分として存続することになった」（遅野井 1995：174）。 
133 この会議は、2001 年 1 月 18 日に初会合が開かれた。トレドはガラテア（Gastón Garatea）神
父を委員長に任命し、その地方会議を統括する全国会議のメンバーは、社会政策を担当する
省庁職員 3 名、NGO 職員 1 名、教会関係者 1 名、地方行政職員 1 名、企業組合の加盟員 1
名、ペルーに拠点を持つ国際開発協力関係者 1 名で構成されていた。また、この会議は、パ
ニアグア暫定政権終焉後も続き、トレド政権下における統治のための合意（Acuerdo Nacional）
































                                                   
135 第 1 節でも述べたが、2000 年や 2001 年の選挙で、トレドが大統領に当選する可能性が高ま
ると、それをあてにして様々な人々が可能なペルーに加わっていたため、政党内で一貫した
イデオロギーは存在せず、寄せ集めの政党であると指摘されていた（Panfichi 2006a：262）。 
136 ペルーの世論調査機関によれば、政権が発足した直後の 2001 年 8 月には 59%を記録してい
た支持率が急落し、2002 年 10 月には 14%にまで落ち込んだ。その後、2003 年 1 月には 30%
まで回復するが、再び急落し始め、同年 6 月には 11%、2004 年 4 月には 8%と一桁台にまで
落ち込んでいた（Ipsos-Apoyo の HP）。 
137 1821年に宗主国であるスペインから独立した後、まず 4県（Trujillo, Tarma, Huaylas, La Costa）
から始まり、段々と県が細分化されていく中で、20 世紀には 24 県とカジャオ（Callao）特別
行政特区が設置され、州が設置される以前の県の区分が完成された（Muñoz 2013: 224）。2002
年に新しく設置された州は幾つかの県を管轄しており、2002 年以降から直接投票によって州
知事（Presidente de Región）が選出されるようになった。 
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また、2003 年 5 月に、地方自治体と市民参加に関する法令第 27972 号（Ley Orgánica 
de las Municipalidades）が制定された。166 条から成り立つ同法令は、中央政府から各地
方自治体への政治的、経済的権限の委譲、住民が地方行政へ参加する方法等を規定し、
地方分権化の基本的な方針を示すものであった。同法令は、地方自治体の首長や議員と
ともに、市民社会の代表者が参加する審議会の設置を規定した。同法令 97 条から 105
条にかけて、政府間調整審議会（Consejo de Coordinación Intergubernamental）州政府調
整審議会（Consejo de Coordinación Regional）、郡政府調整審議会（Consejo de Coordinación 
Provincial）地方政府調整審議会（Consejo de Coordinación Local）について規定し、各エ
リアにおける市民参加を制度化した。各審議会は、首長と議員だけでなく、市民社会の
代表者が参加しながら、都市開発計画等に関する基本的な指針を定めると規定された138。























                                                   
138 審議会の代表は首長が務め、市民社会の代表者は、審議会構成員全体の 40%と規定され、審
議会への参加を希望する代表者は、定められた期間内に登録を済ませなければならず、任期


































いう問題が発生している142。更に、審議会の開催時期に関しても、12 月に 2 週続けて






























前述したように、地方分権化の施行に伴い制定された法令第 27972 号第 53 条は、審
議会で決定した都市整備計画に基づき、地方における参加型予算の実施を義務付けた。
この法令によって、住民が主体的となって地方自治体の公共政策について意見を話し合





















































































                                                   
147 インタビューH。 
148 ほとんどの区役所は、参加型予算の一環として実施予定の公共事業の内容を HP 等で公表す
るが、全体の予算額に占める割合を公表している区役所は少ない。例えば、首都リマで参加
型予算に最も力を注いでいると言われているサン・イシドロ区役所は予算額を公表している
が、全体の予算額の 4～6%程度しか占めていない（サン・イシドロ区役所 HP 参照）。 
149 ピウラ（Piura）州においても、当時の首長の当選直後の 2007 年から 2008 は参加型予算案へ
の参加が活発に行われたが、その後は合意の不履行によって、参加者が減少した（López 
2014：16）。 

































                                                   













































われたが、それが大統領を辞任に追い込むことはなかった。2001 年の抗議活動は 671 件であ





まった。アレキパッソ（Arequipazo）と呼ばれる一連の抗議活動は、2002 年 6 月 3 日、
民営化に反対する政治指導者が、ハンガーストライキを実施したことから始まった。し
かし、トレド政権はその抗議を無視し、6 月 14 日、民営化の手続きを推し進めたこと
から、同日、無期限のストライキの実施が宣言された。アレキパの住民は、鍋を叩いて
デモ行進をしたり、車のタイヤに火をつけて道路を塞ぐといった抗議活動に取り組んだ。
6 月 18 日に、副大統領のディエス・カンセコ（Raúl Diez Canseco）等がアレキパを訪れ、
民営化に反対する政治指導者と協議した結果、6 月 19 日に合意に至り、民営化は撤回























 こうした中で、2009 年 6 月 5 日には、住民側だけでなく、警察側にも死者を出す衝
突事件が発生し、住民と警察官の間で 33 名が命を落とした。バグアッソでは、陰でベ
                                                   










抗議活動が契機となって、2011 年 8 月、先住民及び地域住民との事前協議に関する法






3. 労働法改正に対する抗議活動と法律の撤回  
 

















                                                   













（出所：Diario La República, 2014 年 12 月 11 日・16 日・18 日・22 日・30 日・2015 年 1








                                                                                                                                                     
ことに失敗し、参加者の多様性が継続したことを指摘している。詳細は（García y Vela 2015)
を参照。 
 日付 備考 
法案可決 2014年 11月 11
日 
議会は賛成69（全120議席）で法案を可決した。 





































































                                                   
























































































 第 1 節では、コーポラティズム体制の下、安定した二大政党制を構成していた政党に
ついて、その成り立ちや支持基盤に関して整理する。 
 第 2 節では、1980 年代後半に実施された緊縮財政と地方分権化に言及することで、
コーポラティズム体制が綻び始めた要因を整理する。 
 第 3 節では、二大政党が弱体化した過程を整理することで、アウトサイダーを生み出
した要因について考察する。 
 





ベネズエラでは、1958 年から 1993 年まで、AD（民主行動党；Acción Democrática）
と COPEI（キリスト教社会党；Comité de Organización Política Electoral Independiente）の
二大政党が、上位団体である CTV（ベネズエラ労働総同盟；Confederación de Trabajadores 
de Venezuela）と FEDECÁMARAS（ベネズエラ企業家連盟；Federación de Cámaras y 






二大政党はいずれも 1920 年代の民主化運動の中から誕生した政党であり、1958 年か
ら 1988 年の総選挙では常に大統領を輩出するとともに、上下両院の議席の大半を獲得
してきた（表 5-1、5-2 参照）。以下、各党の成り立ちと支持基盤について整理する。 
 
                                                   
162 政党の制度化度の詳細に関しては、第 1 章を参照。 
107 
 
表 5-1. 1958 年から 1988 年の上院議員選挙の各政党の得票率（%） 
  1958 1963 1968 1973 1978 1983 1988 
AD 62.7 46.8 36.5 59.6 47.7 63.6 47.8 
COPEI 11.8 17.0 30.8 27.7 47.7 31.8 43.5 
URD  21.6 14.9 5.8 2.1       
国民選挙運動     9.6 4.3       
MAS       4.3 4.5 4.5 6.5 
LCR               
その他 3.9 21.3 17.3 2.0 0.1 0.1 2.2 
計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
出所：CNE（中央選挙管理委員会） 
 
表 5-2.  1958 年から 1988 年の下院議員選挙の各政党の得票率（%） 
 
1958 1963 1968 1973 1978 1983 1988 
AD 54.9 37.1 30.8 51.0 44.2 56.5 48.3 
COPEI 14.3 21.3 27.6 32.0 42.2 30.0 33.3 
URD  25.6 16.3 7.9 2.5 1.5 1.5 1.0 
国民選挙運動     11.7 4.0 2.0 1.5 1.0 
MAS       4.5 5.5 5.0 9.0 
LCR             1.5 
その他 5.2 25.3 22.0 6.0 4.6 5.5 5.9 
計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
出所：CNE 
 
先に結党したのは AD であった。AD の創設者は、ベタンクール（Rómulo Betancourt）
というミランダ州（Estado de Miranda）出身の、民主化運動に携わっていた活動家であ
った163。ベタンクールは他の若手の運動家とともに、1928 年世代（la generación del 28）
と呼ばれる民主化運動を主導し、1936 年に国民行動党（Partido Democrático Nacional）
を結党した後、1941 年には同党を AD へと発展させた164。AD は、農地化改革を通じた
                                                   
163 民主行動党の創設者であるベタンクールは、ベネズエラの民主化において鍵となる役割を担
った重要な政治アクターであった（Berkel 2010: 316）。 










（坂口 2009：238）。AD は、メディナ（Isaías Medina Angarita：在任期間 1941-1945 年）
軍事政権に反対していたペレス・ヒメネス（Marcos Pérez Jiménez）率いる一部の軍人グ
ループ（Unión Patriótica Militar）と同盟を結ぶことで、1945 年の 10 月革命によってメ




政権下において AD は非合法化されたものの、AD は各都市に党の支部を設置して支持
者を集め、ペレス・ヒメネス派に反発する軍人グループも味方につけることによって、
1958 年 1 月にクーデターを成功させた（Ramos 2009：142-147）。 
 続いて、AD とともに二大政党制を構築した COPEI の成り立ちについて言及する。
COPEI の創設者は、カルデラ（Rafael Caldera）というヤラクイ州（Estado de Yaracuy）
出身の、民主化運動に携わっていた活動家であった。カルデラを中心とした活動家達は、
1936 年に全国学生連盟（Unión Nacional Estudiantil）を立ち上げ、1946 年に実施された
制憲議会選挙に参加するため、同運動を COPEI へと発展させた165。COPEI は中道右派
の政党であり、企業家を主な支持基盤としていた（坂口 2009：239）。1947 年大統領選
挙に立候補したカルデラは AD のガジェゴスに敗れたが、AD とは異なり、ペレス・ヒ
メネス軍事政権下では非合法化されなかったため、合法的な党として存続した。 
1958 年 10 月 31 日には、文民政権が急進化して再び軍事クーデターを招かず、安定
的な民主主義を持続させるため、政党勢力間で最低限の合意が必要であるとして、AD




この協定からは急進的な左派勢力であった PCV（ベネズエラ共産党；Partido Comunista 
                                                                                                                                                     
計画（El Plan de Barranquilla）を発表した。その後、左派革命団体（Agrupación Revolucionaria 
de Izquierda）やベネズエラ団体（Organización Venezolana）を経て、1936 年に国民行動党へと
至った（詳細は AD の HP を参照）。特に、ゴメス軍事政権化において、外資が国の重要な産
業に参入してきたことが、外資との契約の見直しを含むナショナリズムを生み出した（Ellner 
2008：39）。                                                                                                                                                             
165 全国学生連盟は、カルデラの他に、ヒメネス・ランディネス（Víctor Jiménez Landínez）、ペ
レス・ラ・サルビア（Hugo Pérez La Salvia）、ララ・ペーニャ（José Lara Peña）等が結成に携
わった。1938 年には、同運動は選挙行動（Acción Electoral）へと発展し、1946 年には COPEI
の結成へと至った（詳細は COPEI の HP を参照）。 






とることとなった（坂口 2009：238）。URD の勢力が低下した後は、AD と COPEI の二
大政党による安定した政党制が 1993 年まで継続した。プント・フィホ協定の後、「政府






1958 年 12 月の総選挙を経て大統領に就任した AD のベタンクール政権（在任期間
1959-1964 年）下において、AD に次ぐ勢力であった URD は徐々に勢力を低下させ、代
わって COPEI が台頭していった（表 5-1、5-2 参照）。これによって、社会民主主義の
AD と、キリスト教民主主義の COPEI という二大政党制が定着した。AD 内部では、キ
ューバ革命の影響を受けた若手党員等が 1959 年に離脱し、レオニ政権（Raúl Leoni；同
1964-1969 年）下において AD 内部で急進左派グループが再び離脱すると、党内が更に
弱体化し、1968 年大統領選挙では、COPEI のカルデラに敗北したのであった（表 5-3








La Causa Radical）といった左派政治勢力であったが、1989 年に地方分権化が開始され
るまでは弱小政党であった170。 
                                                   
167 CTV 系列以外の労働組合や、FEDECÁMARAS 以外の業界団体が存在するものの、CTV と
FEDECÁMARAS の二つの頂上団体が、政府との交渉権を独占していた（坂口 2009：239）。
CTV が AD と密接な関係を築いてきた過程に関しては、（Salamanca 1995）を参照。 
168 1960 年に党内の急進的な左派の派閥である革命左派運動（Movimiento de Izquierda 
Revolucionaria）が出現し、1962 年には同運動に所属していた党員が離党して、1964 年に国
民革命党（Partido Revolucionario Nacionalista）を結党した。その後も、党内の急進左派グル
ープは AD を離党し、国民選挙運動（Movimiento Electoral del Pueblo）を結党した（Ramos 
2009：149-151）。 
169 詳細は、（Ellner 2008；Ramos 2009；AD の HP；COPEI の HP）を参照。 
170 1958 年の民主化以降、プント・フィホ体制から排除されていたものの、1931 年に結党された
PCV は急進左派勢力としてインフォーマルな政治活動を継続していた。1970 年に同党から分




表 5-3. 大統領選挙の各政党の得票率（1958-1988 年） 
  1958 1963 1968 1973 1978 1983 1988 
AD 49.18 32.18 28.24 48.7 43.31 56.72 52.89 
COPEI 16.21 20.19 29.13 36.7 46.64 34.54 40.4 
URD  34.61 18.89 22.22 3.07     0.84 
国民選挙運動     19.34 5.07 1.12 3.34 0.8 
MAS         5.18 4.17 2.71 
LCR           0.09 0.37 
その他   28.74 1.07 6.46 3.75 1.14 1.99 
計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
出所：CNE 
 
第 2 節 政変と新しい政治アクターの出現 
 
 国際的な原油価格が下落し始めた 1980 年代、COPEI のエレラ（Luis Herrera Campins；
在任期間 1979 年から 1984 年）、AD のルシンチ（Jaime Lusinchi；同 1984 年から 1989
年）は、第一次ペレス政権のようにオイルマネーを有権者に還元することができなくな
った。また、原油価格の下落は財政赤字の悪化をもたらしたため、1989 年に発足され















て整理する171。抗議活動は、1989 年 2 月 16 日に、ペレス政権が構造調整プランに基づ
                                                                                                                                                     
活動を継続させたが、1993 年総選挙以前は国会議席を獲得できなかった（CNE のデータ）。 




なった172。同年 2 月 26 日、エネルギー・鉱業省は、ガソリン価格と公共バス料金の 30％
の値上げを全国運送連盟（Federación Nacional de Transporte）と合意して値上げに踏み切
ったが、同連盟傘下のタクシ ・ーミニバス組織（Central Única de Autos Libres y por Puestos）




政府発表では 300 名、人権団体発表では 3,000 名の死者を生み出し、2 月 28 日には 10
日間の国家非常事態宣言が発令された174。抗議活動の鎮圧後も、第二次ペレス政権への













クーデター未遂が起きた翌年、1993 年 8 月に、ペレスは、議会に弾劾されて政権を
                                                   
172 緊急措置には、政策金利の自由化、為替の自由化、関税障壁の段階的な撤廃、一部を除く生
活必需品価格の自由化等も含まれていた（2015 年 2 月 27 日付 El Universal）。 
173 タクシー・ミニバス組織は政府発表よりも高い運賃を上乗せしようとしたため、学生を中心
とする大衆セクターがカラカスにおいて抗議を始めた事が発端となった。当初は、バスター
ミナル近辺の道路に座り込むことで道路封鎖する運動であった（López Maya 2003：121-122）。 










は 1998 年大統領選挙に出馬することが可能となった。 
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 第二次ペレス政権は緊縮財政を開始した同じ年、1989 年 12 月に地方分権化に関する
組織法（Ley Orgánica de descentralización, delimitación y transferencia de competencias del 
poder público）を制定した。この組織法によって、市民は地方政府の首長や議員を自分
たちの投票で選べるようになった結果、1989 年以降、二大政党とは関係のない独立系
の州知事が誕生した。例えば、1989 年の州知事選挙では、AD の候補者が 11 州、COPEI
の候補者が 6 州でそれぞれ勝利したが、それまで議席を獲得してこなかった MAS の候
補者が 2 州、LCR の候補者が 1 州において、それぞれ勝利した。1992 年の州知事選挙
では、AD が 7 州、COPEI が 11 州を獲得し、MAS は 3 州、LCR は 1 州と躍進した。特






                                                   




が浮上した（Pérez Liñán 2007：19）。 
178 上下両院は、上院議員のベラスケス（Ramón J. Velásquez）を 1993 年 12 月までの暫定大統領
に任命した（Pérez Liñán 2007：20-21）。 





表 5-4.  1993 年総選挙の各政党の得票率 
  大統領選挙 上院議員選挙 下院議員選挙 
AD 23.6 32.0 27.1 
COPEI 22.7 28.0 26.1 
URD      0.5 
国民選挙運動     0.5 
MAS   10.0 11.8 





その他 1.2 0 1.5 













第 3 節 コーポラティズム体制の崩壊が引き起こした代表制の危機 
 
1. COPEI の分裂とプント・フィホ体制の弱体化 
 





っていた LCR のベラスケスの得票率を合わせると 52.5％となり、ネオリベラリズムの





継続を訴えた AD のフェルミン（Claudio Fermín）、COPEI のアルバレス（Oswaldo Álvarez 






 ベネズエラでは、プント・フィホ協定に基づいて、国家が上位団体である CTV と
FEDECÁMARAS に政策決定への関与を独占的に与え、CTV は AD の、FEDECÁMARAS
は COPEI の票田となってきた181。しかし、第二次ペレス政権下における緊縮財政に反
対するため、AD と密接な関係を維持してきた CTV が、AD の政策を批判するため、1989
年 5 月にストライキを実行し、ペレス政権が弾劾された後も、ストライキを継続した
（Pérez Liñán 2007：19）。CTV は AD の票田であったが、1980 年代以降、正規雇用から
インフォーマル・セクターに従事する非正規雇用者が増加すると、集票能力が低下して
いった182。つまり、インフォーマル・セクターの増加とともに CTV の加盟者が減った















                                                   
181 特に AD と CTV のつながりは強く、「CTV 幹部は AD 内部でも重要ポストを握っていた」（坂
口 2009：239）。 








反ネオリベラリズムという方針を転換せざるを得なくなり、1996 年には IMF との合意
に基づき、緊縮財政の導入を強いられた。カルデラは左派政党の MAS の支援を受けて
大統領に当選したが、この政策転換に先立って、AD の党員を公職から解雇しないこと
を条件に AD とインフォーマルな合意を結んだ（Ellner 2008：100-101）。これによって、
AD の勢力は低下しなかったが、創設者のカルデラを失った COPEI の弱体化が加速した。
カルデラ政権のネオリベラリズム政策は、国家中心型の経済政策の放棄を意味した184。
しかし、カルデラを支持した左派政党の MAS、カルデラとインフォーマルな合意を結


























                                                   
184 例えば、1997 年 6 月、カルデラ政権は、企業側に有利な方向に労働法を改正したが、その際
に、CTV は団結して反対する程の勢力を維持していなかった（Ellner 2008：102）。 
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第 6 章 アウトサイダーによる政治 
 


















第 4 節では、チャベスの病死後に実施された 2013 年 4 月の大統領選挙結果と、反チ
ャベス派を台頭させた 2015 年議会選挙結果について整理する。 
 









                                                   
185 1989 年、1993 年、1998 年と連続して、反ネオリベラリズムを公約に掲げた候補者が大統領
に当選したことは、市民がネオリベラリズムを拒絶していたことの表れであった（Ellner 
2008：89）。1989 年には AD のペレスが、1993 年にはカルデラが反ネオリベラリズムを公約
に掲げて当選したものの、当選後には緊縮財政を推し進めて市民の怒りを買い、カルデラが




治経済の変化に対応できず不安定化した（Dietz and Myers 2007：79）186。 
1998年は、11月に上下両院選挙が、続いて 12月に大統領選挙がそれぞれ実施された。
議会選挙において、AD は 1993 年より得票率を伸ばしたものの、1958 年から 1988 年に
実施された上下両院選挙よりも得票率を減らした187。また、1993 年に創設者のカルデ
ラが離党した COPEI は、上下両院選挙ともに 1958 年以来最も低い得票率となり、議会
における影響力を失いつつあった（表 6-1 参照）188。 
他方、地方分権化以降、勢力を伸ばしてきた二つの左派政党の台頭は限定的となった。
議会選挙前に、チャベス支持を既に表明していた MAS は、上院議員選挙で 9.3％、下
院議員選挙で 8.2％の得票率となり、1993 年議会選挙と同水準の得票率を維持できた。




二大政党や LCR に代わって台頭したのが、1997 年にチャベスが組織した MVR（第
五共和国運動；Movimiento V República）であった189。結党の翌年に実施された上院議員
選挙で 22.2％、下院議員選挙で 22.2％の得票率を達成し、AD に次いで議会の第二党と













リスマ性を持つ政治リーダーが勢力を拡大しやすいことが指摘されている（Dietz and Myers 
2007：78-79）。政党の制度化度については、第 1 章を参照。 
187 AD は 1995 年の地方選挙では躍進したものの、1998 年の AD の大統領候補者であったアルフ
ァロ（Luis Alfaro Ucero）に対する支持率が伸び悩んだため、AD は独自の大統領候補者の擁
立を断念した（Dietz and Myers 2007：72）。 
188 創設者のカルデラが離党した後の COPEI は、1993 年以降弱体化を辿り、1998 年大統領選挙
では、AD 同様、アルバレス（Oswaldo Álvarez）の擁立を断念し、サエスやサラス・ロメル
への支持を表明した（Dietz and Myers 2007：72-73）。 
189 MVR は、1982 年にチャベスを中心とした若手将校によって組織された MBR-200（ボリバル
革命運動 200；Movimiento Bolivariano Revolucionario 200）が母体となっている。MBR-200 と





年には市長に再選された（García-Guadilla et. al. 2000：56-57）。選挙戦前半には圧倒的な
支持を集めたが、勢力を弱体化させていた COPEI がサエスの支持を表明すると、サエ
スは COPEI と同盟を組んだとみなされ、市民の支持を失った（坂口 2009：244）190。 
サエスの次に注目されたのは、2 期連続でカラボボ（Carabobo）州知事を務めたサラ
ス・ロメル（Henrique Salas Römer）であった。サラス・ロメルはもともと COPEI の党
員であり、同党の候補者として国会議員に当選した経験もあった。1989 年の州知事選





た、11 月に実施された上下両院選挙では、自身の政党が AD、MVR、MAS に次ぐ議席
を獲得し、カラボボ州から全国区への進出を成功させた（表 6-1 参照）。しかし、サエ
スの人気がなくなった後、AD と COPEI がサエスへの支持を取り下げてともにサラス・
ロメルへの支持を表明したため、サエス同様サラス・ロメルも支持を失い、大統領選挙

















                                                   
190 大統領選挙で敗北した後、サエスはヌエバ・エスパルタ（Nueva Esparta）州の州知事に選出
された（García Guadilla et. al. 2000：56-57）。 








った（Dietz and Myers 2007：78）。最終的に、安定した二大政党システムという経路が
完全に影響力を失い、新しい経路が模索されるようになった。 
 
表 6-1. 1998 年総選挙の各政党の得票率 
  大統領選挙 上院議員選挙 下院議員選挙 






AD   35.2 30.0 
COPEI   13.0 13.5 
MAS   9.3 8.2 
変革   3.7 1.9 
LCR   1.9 2.9 
イレネ 2.8   
URD  0.4   0.5 
国民選挙運動    0.5 
その他 0.6 7.3 10.6 
計 100.0 100.0 100.0 
出所：CNE（中央選挙管理委員会） 
 




1999 年 1 月に政権を開始したチャベスは、新憲法の制定に向けて、同年 7 月に制憲





                                                   














1999 年憲法制定時では自身の任期が残っていたが、チャベスは 2000 年に大統領選挙
を実施することで、1998 年選挙は 1961 年憲法の下での 1 期目、2000 年選挙は 1999 年
憲法の下での 1 期目、2006 年選挙が同 2 期目と明確になるようにした。2000 年大統領
選挙では、59.8％の得票率でチャベスが大統領に再選された（表 6-2 参照）。 
 
表 6-2. 2000 年～2013 年の大統領選挙（%） 
候補者名（政党） 2000 2006 2012 2013 
チャベス（MVR/PSUV） 59.8 62.8 55.1   
マドゥロ（PSUV）       50.6 
アリアス（LCR） 37.5       
ロサレス（新しい時代党）   36.9     
カプリレス（MUD）     44.3 49.1 
その他 2.7 0.3 0.6 0.3 





                                                   
193 1999 年憲法第 71 条から第 74 条は、市民が全ての代表者に対するリコールを請求できること
や、予算以外の法令の廃止を求める権利を有すると規定している。 
194 1999 年憲法第 63 条は、選挙が権利であると規定している。また、1961 年憲法では、任期を
終えて 10 年以上経過しなければ大統領に再選できないことを規定していたが、1999 年憲法
第 230 条では、大統領任期を 6 年に延ばし、1 回のみ連続再選が可能となったため、大統領
任期の最長が 12 年間へと延長した。  
195 1999 年憲法第 229 条は、大統領に立候補した時点から大統領選挙が実施されるまでの間、副
大統領、大臣、州知事、市長の職についている者は、大統領として選出されないことを規定
している。 













団体を批判していたチャベスは CTV を「労働エリート」（坂口 2009：242）と批判し、
CTV のコントロールを試みるため、2001 年 10 月に CTV の総裁選挙に PPT（皆の祖国
党；Patria Para Todos）のイストゥリス（Aristóbulo Istúriz）を候補者として送り込んだ197。
しかし、選挙では反チャベス派のオルテガ（Carlos Ortega）が総裁に再選されたため、
チャベス政権は CTV のコントロールに失敗し、CTV との対立が深まった198。 
チャベス政権と対立した CTV と FEDECÁMARAS は、2001 年 12 月から共同でゼネス
トを実施した。2002 年 2 月には、チャベスが PDVSA（ベネズエラ石油公社；Petróleos de 
Venezuela S.A.）の総裁を交代し、PDVSA 職員がこの人事案に反対したものの、人事に








                                                   
197 チャベス派内部には、MVR の創設メンバーの一人であるマドゥロ（Nicolás Maduro）率いる
強硬派と、1999 年に制憲議会の議長を務めたミキレナ（Luis Miquilena）率いる穏健派が存在





198 新しい労働組織の創設に反対していたミキレナが、2002 年 4 月のクーデター未遂の際にチャ
ベス派から離脱した後、強硬派が 2003 年 4 月にチャベス派の労働組織として全国労働者連合
（Unión Nacional de Trabajadores）を創設した（Ellner 2008：154-155）。しかし、「チャベス派
労働者を代表する強い労働組織にはならなかった」（マインゴン 2016：44）。 
199 ゼネストに関しては、第 7 章で詳述する。 















（Clemente y Ferro 2004：23-26）。 
カルモナ暫定政権の樹立は、国際社会からも批判を浴びた。ベネズエラが加盟する
OAS（米州機構；Organization of American States）は 4 月 13 日に臨時会合を召集し、首




入れられないという立場を明確にし、カルモナ暫定政権を批判した（Clemente y Ferro 
2004：29-31）。カルモナッソ（Carmonazo）と呼ばれた反チャベス派の試みは、軍部や
他の反チャベス派の支持を失ったことに加えて、国際社会からの反発に直面した結果、






                                                   















第 3 節 加速する二極化と反チャベス派の台頭 
 
1. 2006 年大統領選挙の向けた反チャベス派の結集と 2010 年議会選挙における台頭 
 
チャベス政権発足当時から、AD、COPEI、プロジェクト・ベネズエラは、
FEDECÁMARAS と共同で 1999 年憲法の制定に反対し、CTV は FEDECÁMARAS と協
力してチャベス政権の退陣を求めてきた。また、反チャベス派は、2002 年 7 月に民主
主義調整会議（Coordinadora Democrática）を結成し、反チャベス派の政党や市民団体が

















エラ党、AD、COPEI、LCR、MAS 等 9 つの政党や政治運動は、2008 年 1 月 23 日に MUD
（民主統一会議；Mesa de la Unidad Democrática）として反チャベス派を団結させた208。
2006 年大統領選挙ではチャベスの圧勝を許したものの、2010 年議会選挙では、MUD の
                                                   
204 ゼネストやリコール請求に関しては、第 7 章で詳述する。 
205 署名リストの公開に関しては、第 7 章で詳述する。 
206 ロサレスを支持した政党に関しては、CNE を参照。MUD は、ベネズエラの民主主義システ
ムの強化、人権の保障、国家主権の強化、市民のための生産的・公正・自由・豊かな社会の
達成を目指して生まれた。詳細は MUD の HP を参照。 
207 CNE が発表した地方選挙のデータを参照。 
208 正式発足した 1 ヵ月後、URD 等の 7 つの政党や政治運動が MUD に加わった。詳細は MUD
の HP を参照。 
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得票率が 40.6％となって、2006 年大統領選挙のロサレスの得票率を上回った（表 6-3
参照）。その結果、チャベス派は、大統領授権法に必要な 99 議席や、組織法を可決・修
正するために必要とされる 110 議席を下回る 98 議席の獲得に留まったのであった209。
他方、チャベス派は得票率をあまり伸ばせなかったにも関わらず、過半数の議席を手に











った（表 6-4 参照）。 
 
表 6.3. 2010、2015 年の議会選挙 
政党名 2010 2015 
PSUV 42.0  33.0  
MUD 40.6 65.3 
その他 17.4  1.7  
計 100.0 100.0 





                                                   
209 大統領授権法の成立には、165 議席中五分の三にあたる 99 議席が必要であり、組織法には三
分の二にあたる 110 議席が必要とされる（坂口 2010：20-21）。 


































































































































































































                                                   





213 国民投票結果は、CNE の HP 参照。 
214 2009 年憲法の改正案では、第 160 条で州知事の再選制限を、第 174 条で市長の再選制限を、
第 192 条で議員の再選制限を、第 230 条で大統領の再選制限の制限をそれぞれ撤廃した。 













2012 年大統領選挙では、チャベスが 55.1％の得票率で、MUD の候補者のカプリレス
（Henrique Capriles）を破った。2012 年大統領選挙では、チャベスに癌が見つかると言
う健康不安に加えて、反チャベス派の勢力が徐々に台頭してきたため、2006 年大統領
選挙のような圧勝とはならなかった（表 6-2 参照）。もともと MVR は一枚岩ではなく、
内部に急進派と穏健派を抱えた政党であったが、チャベスのリーダーシップによってま
とまっていたため、チャベスの発病は、チャベス派にとって最大の不安要素となった216。
また、上述したように、2007 年 1 月にチャベスが PSUV の結党を発表した際、それま
































2. 2015 年議会選挙における反チャベス派の勝利と政党システムの行方 
 
マドゥロ政権に対する批判が高まる中で実施された 2015 年 12 月議会選挙では、反チ

























219 チャベス派の議席数は 167 議席中 55 議席に留まった（CNE の HP）。 
220 ディアスは AD のグアリコ州支部の幹部であった。遊説には 2014 年 2 月から投獄されている
ロペス夫人（Lilian Tintori）も同席しており、チャベス派の象徴である赤いシャツを着た一団
がディアスを狙撃したと証言した。しかしマドゥロは、PSUV の関与を強く否定した（2015















































































第 1 節 新憲法を通じた市民参加の制度化とその限界 
 
1. 1999 年憲法が制定された背景 
 




CTV や FEDECÁMARAS に加盟するアクターが減少し、両者の関係性が弱体化した。






そこで、新しい参加の形態を模索するため、1984 年から 1999 年まで国家改革大統領

















                                                   




















チャベス政権は、新憲法制定の是非を問う国民投票を 1999 年 4 月に実施し、71.8％
の賛成を得て、同年 7 月に制憲議会の議員を選出する選挙を実施した。そして、同年













182 条において、公共政策企画市評議会（Consejos Locales de Planificación Pública）を設
置し、市長、市議会議員と共に、地区評議会（Concejos Parroquiales）といった市民社会
の代表者が議論に参加できる制度を設けた。これに伴って、第 184 条では、地方政府の
                                                   
222 ベネズエラの 1999 年憲法は、市民による多様な直接参加の形態を盛り込んだものであり、地
方レベルにおける市民参加の制度化は進められたが、全国レベルにおける市民参加を促すよ
うな記述はないと指摘されている（ブリセニョ 2016：4）。 




ベルの評議会として、政府連邦評議会（Consejo Federal de Gobierno）の設置を規定した。





章で言及したように、チャベス政権は 2009 年に 1999 年憲法を改正した。 
2009 年の憲法改正に先立ち、チャベス政権は 2006 年に地域住民委員会に関する法令







また、2010 年 12 月には、地方における公共権（Poder Público）を強化する組織法令















                                                   

















備（Gran Misión Vivienda）、貧困層向けの安価な食料提供（Misión Alimento）、「貧困地
区の中へ」（Misión Barrio Adentro）といった様々なミシオンに資金を提供し始めた225。
また、2004 年以降は国家開発基金（Fondo de Desarrollo Nacional）や社会経済の発展の






チャベス政権の退陣を求めた反チャベス派は、2002 年 7 月に反チャベス派の政党や
                                                   
225 PDVSA の社会政策プログラムの出資金は、2001 年には 3,400 万ドル、2002 年には 1,400 万ド
ルであったが、ミシオンが始まった 2003 年には 5 億 4,900 万ドル、2004 年には 23 億 1,600
万ドルと拡大し、議会選挙の年の 2005 年には 37 億 6,200 万ドル、大統領選挙の年の 2006 年
には 52 億 7,400 万ドルとなり、議会選挙の年の 2010 年には 192 億 1,500 万ドルまで膨れ上が
った。詳細は PDVSA の HP を参照。 
226 2004 年 5 月 14 日、PDVSA の総会において、インフラ整備、農業、保健衛生、教育の発展に
向けられる公共事業やサービスのための基金（Fondo para el Desarrollo Económico y Social del 
País）が設けられ、同年 7 月 31 日、PDVSA は開発・社会銀行（Banco de Desarrollo y Social)
と、同基金の運営についての協定を結んだ。この基金に加えて、2005 年 9 月 8 日、大統領府
は、教育、健康等に関する社会投資関連のプロジェクト向けの国家開発基金を創設し、PDVSA














を罷免するための署名を集め始めた228。2003 年 8 月に署名を CNE（中央選挙管理委員
会）に提出したが、チャベス派が要職を占める CNE は大部分の署名の有効性を認めず、
この請求を無効とした。一度は署名を無効にされたものの、民主主義調整会議が再度署
名を提出し、署名の有効性を巡って CNE と対立した後、2004 年 8 月に国民投票の実施






















                                                   
228 既に述べたように、1999 年憲法第 72 条は、登録している選挙民の 25％以上の署名があれば
リコール投票を実施し、選挙民の過半数が罷免に賛成した場合、代表者は罷免されることを
規定している。 























権の中核を担う存在となった（López Maya 2011：188；ブリセニョ2016：76）。 
地域住民委員会の活動実態を把握するため、反チャベス派が州知事を務めてきたミラ
ンダ（Miranda）州で調査を行ったロペス・マヤは、チャベス政権誕生以前から存在し













                                                   
232 過半数で可決される通常の法令と異なり、組織法が議会で可決されるためには、三分の二以
上の賛成が必要となる（2009 年憲法第 203 条）。また、地域住民委員会に関する組織法の第







234 ミランダ州のある地域住民委員会は登録までに 8 ヶ月かかったことから、地域住民委員会は




























ものではなかったが、1999 年憲法や 2001 年の公共事業の計画を規定した法令（Ley 
Orgánica de Planificación）が施行されたことで、国家全体で市民参加が制度化された。
1999 年憲法第 188 条は、中央政府から地方政府へ政治的、経済的権限を委譲し、各地














加して、市の投資関連予算の一部を決めている235。例えば、2009 年から 2010 年の間に
は、都市開発に関連した 85 のプロジェクト、社会政策に関連した 59 のプロジェクト、























                                                   
235 会合では、治安対策、若者支援、インフラや保健衛生の整備、環境対策、水の確保と分配方
法等に分かれて意見交換し、優先事項の高い事業について参加者全員で話し合うことで、市
に対して予算案を提言している（スクレ市が HP 上で公開した 2010 年の資料を参照）。 
236 スクレ市が HP 上で公開した 2010 年の資料を参照。 
237 例えばニカラグアでは、住民委員会の構成員は 100％がサンディニスタ民族解放戦線（Frente 
Sandinista de Liberación Nacional: FSLN）であり、ブラジルやメキシコの住民委員会も政権政
党から操作されていると指摘しているため、ベネズエラ以外の国においても、ラテンアメリ
カ諸国の地域住民委員会では、政治的な中立性が保たれていない（Zaremberg 2012：33）。 
238 2012 年 6 月 18 日付 El Universal を参照。 
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第 3 節 制度化されない政治参加 
 
1. 炭化水素組織法や PDVSA 人事への抗議活動 
 
2001 年 11 月、チャベス政権が大統領授権法（Ley Habilitante）を利用して、炭化水素
組織法（Ley Orgánica de Hidrocarburos）や土地法（Ley de Tierras y Desarrollo Agrario）等
を改正した。炭化水素組織法は、外資が原油を開発する際に発生するロイヤルティーを
16％から 30％へと引き上げることを規定したため、FEDECÁMARAS は外資による投資




給率を上げるために法令を改正したと主張した（Clemente y Ferro 2004：17）。
FEDECÁMARAS は、一連の法令が自由な経済活動を妨げると抗議し、CTV や PDVSA
がこの抗議を支持する形で、法令に反対する市民社会のアクターが終結したのであった。 
2001 年 7 月に反チャベス派のカルモナ（Pedro Carmona）が FEDECÁMARAS の総裁
に就任すると、チャベスの法令改正に反対の意思を示すため、同年 12 月 2 月に
FEDECÁMARAS は CTV と共同で 24 時間のゼネストを実施し、2002 年 3 月には、共同
でチャベスの辞任を求める合意文書に署名した（坂口 2002：48-49；Clemente y Ferro 
2004：23；Ellner 2008：114-115）239。1998 年大統領選挙における選挙キャンペーン以
降、一貫してチャベスから批判され続けた CTV と FEDECÁMARAS は、チャベス政権
に反対する勢力として団結を強めていった。 










                                                   
239 12 月 3 日に、CTV は、政府による暴力的な弾圧に抗議するため、ゼネストを 24 時間延長す
ることを発表した。12 月 6 日は、抗議活動を続ける市民が発砲され、3 名が死亡した。この
ゼネストによって、原油の生産量、輸出量ともに著しく低下し、ガソリン不足に陥った（2012




クーデター未遂の後も、2002 年 12 月には、CTV のオルテガ（Carlos Ortega）、












の汚職容疑で告訴され、2009 年 4 月にペルーへの政治亡命を余儀なくされた。その後、






2013 年 4 月のマドゥロ政権発足後も、チャベス派と反チャベス派の対立構図は変わ
らず、反チャベス派による反政府抗議活動が続いている。ロペスは市長を退任後も、反
チャベス派のリーダーとして反政府抗議活動を指揮してきたため、2014 年 2 月 12 日の
反政府抗議活動を扇動した罪に問われ、2 月 18 日に逮捕された243。この抗議活動につ
いて、OAS（米州機構）は、武装したグループがデモ行進中の市民を攻撃したことを取
り上げ、表現や集会の自由等の権利が尊重されていないことに懸念を示した（OAS 
2014：462）。特に、2 月 2 日に実施された学生のデモにおいて未成年者が逮捕されたこ
と、2 月 12 日の抗議活動で少なくとも 3 名の死者を出したこと、3 月 28 日までに少な
くとも 37 名の死者と 559 名の負傷者が確認されたことを危惧したのである（OAS 
                                                   
240 クーデター未遂の詳細に関しては、第 6 章を参照。 
241 ゼネストは 2003 年 2 月に終結し、「チャベス政権はストに参加した役職員 1 万 8000 人（当時
の役職員の約半数）を解雇、更迭し、PDVSA を政治的に完全な支配下においた」（マインゴ
ン 2016：45）。 
242 2015 年 10 月 16 日付 El Comercio を参照。 




2014：463-466）244。5 月 4 日、ベネズエラ政府は OAS に対して、2 月から 4 月までの
抗議活動によって、死者 40 名（市民 32 名と警察や軍人 8 名）、負傷者 785 名（市民 510
名と警察や軍人 275 名）、2,730 名を逮捕したことを明らかにした（OAS 2014：467）。
同年 9 月 10 日、ロペスに対して 13 年 9 ヶ月の実刑判決が下されたため、9 月 16 日に
は、判決に反対する約 2,000 人のロペス支持者がカラカス市内をデモ行進し、ロペスの
無罪釈放を訴えた245。ベネズエラ国内の反チャベス派に留まらず、国際社会もロペスに
対する判決を批判している。例えば、同年 10 月 28 日、ラテンアメリカの元大統領 7 名
は、ロペスを釈放すべきであると主張した246。しかし、ロペスに対する判決は覆ってい
ない。 
また、2015 年 12 月に反チャベス派が議会選挙で勝利した後、MUD はリコール請求
の署名集めを実施するための許可を CNE に求めた。同時に、マドゥロの罷免を求める
反チャベス派市民は、国民投票の実施を求めて断続的に抗議活動を続けた。しかし 2016
年 10 月 20 日、CNE は一度決定した署名集めの日程の延期を発表したため、反チャベ
ス派は CNE の決定に抗議した247。 
 














                                                   
244 2014 年 2 月 13 日、内務大臣は、2 日の学生デモを反チャベス派によって操作されたものだっ
たと批判した。その後もラジオを通じて、ロペス等の反チャベス派の指導者が武装した集団
をデモに参加させ、暴力を誘発したと批判した（OAS 2014：464）。 
245 2015 年 9 月 19 日付 El Comercio を参照。 
246 7 名の元大統領とは、ボリビアのキロガ（Jorge Quiroga）、コロンビアのパストラナ（Andrés 
Pastrana）、コスタリカのチンチジャ （Laura Chinchilla）、チリのラゴス（Ricardo lagos）、メ
キシコのカルデロン（Felipe Calderón）、ペルーのトレド（Alejandro Toledo）、ウルグアイのラ
カジェ（Luis Alberto Lacalle）を指す（2015 年 10 月 28 日付 El Comercio） 















































































































                                                   
248 本論文では、「経路化・定型化されており（中略）通常のものとして正統化されている」（福
元 2002：235）ものを制度的な政治参加と位置付けている。 





































のフジモリ政権は 2000 年に終焉を迎え、その後は 5 年ごとに異なる政治アクターが大
                                                                                                                                                     












































表 8-1 ペルーとベネズエラにおける民主化以降の政治過程の比較 






















フジモリ政権の誕生（1990 年） クーデター未遂 2 回（1992 年） 
自主クーデター（1992 年） 二大政党時代の終焉（1993 年） 









貧困撲滅会議の設置（2001 年）  











関する法律施行（2009 年）  
2010 
年代 












































                                                   
251 インフォーマルな合意であるプント・フィホ協定は、共産党を排除したが、教会、軍部、CTV





















































とは異なり、チャベスは病死する 2013 年 4 月まで政権を維持することとなったのであ
った。その後も、チャベスの後継者であるマドゥロが大統領選挙で勝利し、チャベス派
による政治は継続している。他方、幾つかの地方では政治基盤を維持しながら、反チャ
ベスという軸で結束した反チャベス派は、2013 年 4 月の大統領選挙でマドゥロに僅差















                                                   
253 MAS や LCR の党内では、チャベスを支持するグループと支持しないグループに分裂し、チ
ャベスを支持するグループが離党して新しい政党を結党し、連立与党の一角を占めた（坂口
2009：249）。 








 第 4 章と第 7 章で指摘したように、フジモリとチャベスは新憲法を制定することで、
































                                                   
256 ペルーの市民参加の制度に関しては、1993 年憲法や関連法案を参照。 
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257 ベネズエラの市民参加の制度に関しては、1999 年憲法や関連法案を参照。 
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かし、フジモリ派は 2011 年、2016 年と続けて大統領選挙で決選投票に残り、議会選挙
では躍進している。特に、2016 年の議会選挙では、単独で過半数の議席を占めること
に成功した。では、フジモリ派は例外であり、今後のペルーの政党システムに根付いて
いくのであろうか。2011 年と 2016 年は、フジモリ政権時代にファースト・レディを努
めた長女のケイコ・フジモリが大統領に立候補することで、勢力を拡大させたが、ケイ
コ・フジモリが立候補しなかった 2001 年には、大統領選挙、議会選挙ともに勢力を大




































































A：2015 年 2 月 13 日、ペルー・リマ市で実施された市民集会にて、左派系の国会議員
（IU に所属していた元党員） 
B：2015 年 2 月 13 日、ペルー・リマ市で実施された市民集会にて、IU に所属していた
元党員 
C：2016 年 3 月 8 日、ペルー・リマ市先方事務所にて、IU に所属していた元党員 
D：2014 年 11 月 25 日、ペルー・リマ市区役所にて、当選二期目の区議会議員 
E：2015 年 2 月 18 日、ペルー・リマ市大学にて、リマ市長元顧問 
F：2016 年 3 月 16 日、ペルー・リマ市大学にて、市民運動家（リマ審議会の元メンバ
ー） 
G：2016 年 3 月 17 日、ペルー・リマ市先方事務所にて、市民運動家（リマ審議会の元
メンバー） 
H：2016 年 3 月 14 日、ペルー・リマ市先方事務所にて、リマ市役所元審議会コーディ
ネーター 
I ：2015 年 1 月 23 日、ペルー・リマ市先方事務所にて、住民組織元代表 












法令第 28056/2003 号（参加型予算に関する規定） 
http://www.peru.gob.pe/docs/PLANES/10599/PLAN_10599_2015_2_LEY_MARCO_DE
L_PRESUPUESTO_PARTICIPATIVO_28056_Y_SU_REGLAMENTO-WEB.PDF 
法令第 28094/2003 号（政党に関する規定） 
http://portal.jne.gob.pe/informacionlegal/Constitucin%20y%20Leyes1/LEY%20DE%20PA
RTIDOS%20POL%C3%8DTICOS.pdf 


















法令第 5806/2006 号（住民委員会に関する規定） 
http://www.oas.org/juridico/spanish/mesicic2_ven_anexo_23_sp.pdf 
法令第 39335/2009 号（地域住民委員会に関する規定） 
http://www.mp.gob.ve/c/document_library/get_file?uuid=cc72df08-0593-422e-a70b-0e884
f7cd59a&groupId=10136 
法令第 6011/2010 号（市民権、参加型予算に関する規定） 
http://www.inapymi.gob.ve/documentos/Gaceta_6011.pdf 







  http://elcomercio.pe/ 
El Peruano（ペルー） 
  http://www.elperuano.com.pe/ 
El Universal（ベネズエラ） 
  http://www.eluniversal.com/ 
La República（ペルー） 


















  http://www.ipsos.pe/boletin_ipsosperu 
JNE（選挙管理局）（最終閲覧日：2016年11月12日） 
 http://www.infogob.com.pe/infografias/principal.aspx 
Mesa Concertación para la Lucha Contra Pobreza（貧困撲滅会議）（最終閲覧日：2016 年 11
月 5 日） 
  http://www.mesadeconcertacion.org.pe/ 















  http://partidocopei.net/ 
MUD（民主統一会議）（最終閲覧日：2016年10月31日） 
  http://unidadvenezuela.org/ 
 
〈ベネズエラ関連のウェブサイト〉 















Latinobarómetro（ラテンアメリカの世論調査機関）（最終閲覧日：2016 年 11 月 14 日） 
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